
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

平 成 ３１ 年 
第 １ 回 土 岐 市 議 会 定 例 会 議 案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

平成３１年２月２６日（第１日） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



平成３１年第１回土岐市議会定例会議事日程（第１日） 

平成３１年２月２６日（火曜日）午前９時開議 

 

日程第１ 会議録署名議員の指名  

日程第２ 会期の決定  

日程第３ 議第１号 平成31年度土岐市一般会計予算  

日程第４ 議第２号 平成31年度土岐市国民健康保険特別会計予算  

日程第５ 議第３号 平成31年度土岐市駐車場事業特別会計予算  

日程第６ 議第４号 平成31年度土岐市介護保険特別会計予算  

日程第７ 議第５号 平成31年度土岐市・瑞浪市介護認定審査会特別会計予算  

日程第８ 議第６号 平成31年度土岐市・瑞浪市障害者総合支援認定審査会 

特別会計予算 

 

日程第９ 議第７号 平成31年度土岐市後期高齢者医療特別会計予算  

日程第 10 議第８号 平成31年度土岐市病院事業会計予算  

日程第 11 議第９号 平成31年度土岐市水道事業会計予算  

日程第 12 議第10号 平成31年度土岐市下水道事業会計予算  

日程第 13 議第11号 平成30年度土岐市一般会計補正予算（第６号）  

日程第 14 議第12号 平成30年度土岐市駐車場事業特別会計補正予算（第２号）  

日程第 15 議第13号 平成30年度土岐市病院事業会計補正予算（第１号）  

日程第 16 議第14号 土岐市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

１ 

日程第 17 議第15号 土岐市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例につい

て・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３ 

日程第 18 議第16号 土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例を廃止する条例に

ついて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

５ 

日程第 19 議第17号 土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例について・・・ ７ 

日程第 20 議第18号 土岐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例について・・・・・・・・・・・・ 

 

９ 

別冊 

別冊 



日程第 21 議第19号 土岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について・・・・・・・・・ 

 

12 

日程第 22 議第20号 土岐市駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

14 

日程第 23 議第21号 土岐市火災予防条例の一部を改正する条例について・・・・・ 16 

日程第 24 議第22号 土岐市水道事業経営審議会設置条例の一部を改正する条例につ

いて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

18 

日程第 25 議第23号 土岐市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関

する条例の一部を改正する条例について・・・・・・・・・・ 

 

20 

日程第 26 議第24号 土岐市病院事業実施施設の指定管理者の指定について・・・・ 22 

日程第 27 議第25号 土地の処分について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

日程第 28 議第26号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・  

  専第１号 平成30年度土岐市一般会計補正予算（第５号）  

日程第 29 議第27号 専決処分の報告及び承認について・・・・・・・・・・・・・ 24 

  専第２号 和解について  

日程第 30 議第28号 土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について・・・ 26 

日程第 31 議第29号 土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について・・・ 27 

日程第 32 議第30号 土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について・・・ 28 

日程第 33 諮第１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 29 

日程第 34 諮第２号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 30 

 

別冊 



議第１４号 

 

土岐市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

土岐市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

ように定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 国家公務員の勤務時間、休暇等の取扱いに準じて、職員の勤務時間、休暇等

の取扱いを見直すため、この条例を定めようとする。 
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土岐市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

土岐市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年土岐市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

第８条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間に

おける勤務に関し必要な事項は、市の規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第１５号 

 

土岐市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例を別紙のように定め

るものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 訪問看護ステーションに勤務する職員に病院手当を支給するため、この条例

を定めようとする。 

- 3 -



土岐市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 

土岐市職員特殊勤務手当支給条例（昭和３１年土岐市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

第１２条中「（以下「病院等」という。）」を削る。 

第１３条中「病院等」を「病院、診療所、老人保健施設又は訪問看護ステー

ション」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第１６号 

 

土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例を廃止する条例について 

 

土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例を廃止する条例を別紙のように

定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 国民健康保険高額療養費貸付基金を廃止するため、この条例を定めようとす

る。 
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土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例を廃止する条例 

 

土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例（平成１７年土岐市条例第１２

号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に土岐市国民健康保険高額療養費貸付基金条例に基

づき貸付けを受けた資金については、なお従前の例による。 
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議第１７号 

 

土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものと

する。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 国民健康保険法施行令の一部改正等に伴い、この条例を定めようとする。 
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土岐市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

土岐市国民健康保険条例（昭和３４年土岐市条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１５条の６中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第１９条第１項中「５８万円」を「６１万円」に改め、同項第２号中「２７

５，０００円」を「２８万円」に改め、同項第３号中「５０万円」を「５１万

円」に改め、同条第３項及び第４項中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

附則第３条（見出しを含む。）中「平成２２年度以降の」を削り、「保険

料」の次に「（所得割額に限る。）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の土岐市国民健康保険条例の規定は、平成３１年度

以後の年度分の保険料について適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 
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議第１８号 

 

   土岐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について 

 

 土岐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

                     土岐市長 加 藤 靖 也   

 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、この条例

を定めようとする。 
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土岐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

 土岐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年土岐市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第５項中「次条」の次に「第１項」を加える。 

 第６条第２号中「保育をいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、

同条に次の２項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないことができる。 

 (１) 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(２) 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないように

するための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る

連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(１) 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所におい

て代替保育が提供される場合 第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若

しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において

「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

(２) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘

案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

第１６条第２項に次の１号を加える。 

(４) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者

のうち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生

面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、利用

乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレ
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ルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食事の

内容、回数及び時機に適切に応じることができる者として市が適当と認め

るもの（家庭的保育事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を行う場

所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。附則第２条第

２項において同じ。）において家庭的保育事業を行う場合に限る。） 

第４５条中「第６条」の次に「第１項」を加える。 

附則第２条中「行う者」の次に「（次項において「施設等」という。）」を

加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的保育事業（第２２条に規定す

る家庭的保育事業を行う場所において実施されるものに限る。）の認可を得

た施設等については、施行日から起算して１０年を経過する日までの間は、

第１５条、第２２条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第２３条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。

この場合において、当該施設等は、第２条に規定する利用乳幼児への食事の

提供を同項に規定する家庭的保育事業所等内で調理する方法（第１０条の規

定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねている他の

社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により行うため

に必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

 附則第３条中「第６条」の次に「第１項」を加える。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１９号 

 

土岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

 

 土岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、こ

の条例を定めようとする。 
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土岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

土岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年土岐市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項第４号を次のように改める。 

(４) 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免許

状を有する者 

第１０条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を

修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加

え、同項に次の１号を加える。 

(１０) ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が適 

当と認めたもの 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第３項第５号の改正

規定は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第２０号 

 

土岐市駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

土岐市駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のよ

うに定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 駐車場の設置及び管理について必要な事項を定めるため、この条例を定めよ

うとする。 
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土岐市駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

土岐市駐車場の設置及び管理に関する条例（昭和５０年土岐市条例第１９

号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表土岐市駅西自動車駐車場の項の次に次のように加える。 

土岐市駅前広場自動車駐車場 土岐市泉町久尻６１４番地の１６ 

第３条中「次の表のとおり」を「午前零時から午後１２時まで」に改め、同

条の表を削る。 

第４条中「及び土岐市駅西自動車駐車場（以下これらを「自動車駐車場」と

いう。）」を「、土岐市駅西自動車駐車場及び土岐市駅前広場自動車駐車場

（以下「自動車駐車場」という。）」に改める。 

第５条の見出し中「利用券」を「プリペイドカード」に改め、同条第１項中

「土岐市駅北自動車駐車場及び土岐市駅西自動車駐車場にあっては」を削り、

「次項において」を「以下」に改め、「、土岐市駅前自動車駐車場にあっては

回数駐車券及び定期駐車券（以下これらを「利用券」という。）を」を削り、

同条第２項中「利用券」を「プリペイドカード」に改める。 

第６条第２項中「利用券」を「プリペイドカード」に改める。 

別表第１に次のように加える。 

土岐市駅前広場自

動車駐車場 

３０分まで ０円 

３０分を超えるときは、その超える

３０分までごとにつき 

２００円 

別表第２中回数駐車券及び定期駐車券の項を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条から第４条まで及び別

表第１の改正規定は、規則で定める日から施行する。 
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議第２１号 

 

土岐市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 工業標準化法の一部改正に伴い、この条例を定めようとする。 
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土岐市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

土岐市火災予防条例（昭和３６年土岐市条例第１８号）の一部を次のように

改正する。 

第１６条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年７月１日から施行する。 
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議第２２号 

 

土岐市水道事業経営審議会設置条例の一部を改正する条例について 

 

土岐市水道事業経営審議会設置条例の一部を改正する条例を別紙のように定

めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 行政組織機構の変更及び下水道事業の地方公営企業法適用に伴い、審議会を

統合するため、この条例を定めようとする。 
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土岐市水道事業経営審議会設置条例の一部を改正する条例 

 

土岐市水道事業経営審議会設置条例（昭和５０年土岐市条例第３３号）の一

部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

土岐市水道事業及び下水道事業経営審議会設置条例 

第１条中「第１３８条の４」を「第１３８条の４第３項」に、「に基づき、

土岐市水道事業経営審議会」を「に基づく土岐市水道事業及び下水道事業経営

審議会（以下「審議会」という。）」に改める。 

第２条中「市長」を「水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「管理者」という。）」に改め、「本市水道事業」の次に「及び下水道

事業」を加え、「土岐市水道事業経営審議会（以下「審議会」という。）」を

「審議会」に改める。 

第４条第１項中「市長」を「管理者」に改め、同項各号を次のように改める。 

(１) 学識経験者 

(２) 受益者の代表者 

(３) その他管理者が必要と認める者 

第５条第１項中「副会長」の次に「各」を加え、同条第３項中「あるとき」

の次に「、又は会長が欠けたとき」を加える。 

第６条中「会議」の次に「（以下「会議」という。）」を加え、「招集す

る」を「招集し、その議長となる」に改める。 

第７条第１項中「審議会」を「会議」に、「会議を」を「これを」に改め、

同条第２項中「会長」を「議長」に改める。 

第８条第２項及び第１０条中「市長」を「管理者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（土岐市下水道事業運営審議会設置条例の廃止） 

２ 土岐市下水道事業運営審議会設置条例（昭和５９年土岐市条例第１２号）

は、廃止する。 
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議第２３号 

 

土岐市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例

の一部を改正する条例について 

 

土岐市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一

部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

提案理由 

 水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い、この条例を定めようと

する。 
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土岐市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例

の一部を改正する条例 

 

土岐市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例（平

成２４年土岐市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３号中「短期大学」の次に「（同法による専門職大学の前期課程を

含む。）」を、「卒業した後」の次に「（同法による専門職大学の前期課程に

あっては、修了した後）」を加え、同条第６号中「よる」を「基づく」に改め、

同条第８号中「又は水道環境」を削る。 

第４条第２号中「卒業した後」の次に「（学校教育法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後）」を、「同条第３号に規定する学校を卒業し

た者」の次に「（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

者）」を加え、同条第４号中「卒業した」の次に「（当該学科目を修めて学校

教育法に基づく専門職大学の前期課程（以下この号において「専門職大学前期

課程」という。）を修了した場合を含む。）」を、「同条第３号に規定する学

校の卒業者」の次に「（専門職大学前期課程の修了者を含む。次号において同

じ。）」を加える。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議第２４号 

 

   土岐市病院事業実施施設の指定管理者の指定について 

 

 市は、次の条項により指定管理者を指定するものとする。 

 

平成３１年２月２６日提出 

                    土岐市長 加 藤 靖 也   

 

１ 施設の名称  土岐市立総合病院 

         土岐市国民健康保険駄知診療所 

         土岐市老人保健施設やすらぎ 

         土岐市訪問看護ステーションときめき 

２ 指定管理者  岐阜県岐阜市宇佐南４丁目１３番１号 

          岐阜県厚生農業協同組合連合会 

           代表理事理事長 藤井 歳也 

３ 指定の期間  平成３２年４月１日から平成３７年３月３１日まで 
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議第２５号 

 

   土地の処分について 

 

 市は、次のとおり土地を売却するものとする。 

 

  平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也   

 

１ 土地の表示  土岐市下石町字脇ノ田１８９３番１９ 

          地目 山林 

          面積 １６，８７０平方メートル 

         土岐市下石町字脇ノ田１８９３番２０ 

          地目 山林 

          面積 １，０９６平方メートル 

         土岐市下石町字脇ノ田１８９３番２１ 

          地目 山林 

          面積 ８，１４２平方メートル 

         土岐市下石町字起１７９５番３７ 

          地目 山林 

          面積 １１１平方メートル 

２ 売 却 金 額  １８２，２００，０００円 

３ 相 手 方  群馬県甘楽郡甘楽町大字善慶寺５５０番地１ 

          吉田運輸倉庫株式会社 

           代表取締役 吉田 忠 
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議第２７号 

 

   専決処分の報告及び承認について 

 

 次の事件については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第

１項の規定により別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定により報

告し、議会の承認を求める。 

 

  平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也   

 

１ 専第２号 和解について 
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専第２号 

 

   和解について 

 

岐阜地方裁判所平成３０年（ワ）第５１５号損害金請求事件について、次の

とおり和解を成立させるものとする。 

このことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。 

 

平成３１年２月６日専決 

            土岐市長 加 藤 靖 也   

 

１ 原告 

   女性（岐阜市在住） 

２ 被告 

   土岐市 

３ 和解の方針 

 (１) 被告は、原告に対し、本件解決金として４６０万円の支払義務がある

ことを認める。 

 (２) 被告は、原告に対し、前号の金員を、平成３１年３月２０日限り、原

告名義の預金口座に振り込む方法により支払う。ただし、振込手数料は被

告の負担とする。 

 (３) 原告は、その余の請求を放棄する。 

 (４) 原告と被告は、原告と被告との間には、この和解条項に定めるものの

ほかに何らの債権債務がないことを相互に確認する。 

 (５) 訴訟費用は各自の負担とする。 

 

 

 

- 25 -



議第２８号 

 

   土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について 

 

 土岐市固定資産評価審査委員会委員として次の者を選任したいので、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を

求める。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

住所 氏名 生年月日 

 東 俊之  
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議第２９号 

 

   土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について 

 

 土岐市固定資産評価審査委員会委員として次の者を選任したいので、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を

求める。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

住所 氏名 生年月日 

 酒井 忠造  
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議第３０号 

 

   土岐市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について 

 

 土岐市固定資産評価審査委員会委員として次の者を選任したいので、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を

求める。 

 

平成３１年２月２６日提出 

土岐市長 加 藤 靖 也 

 

住所 氏名 生年月日 

 土屋 芳枝  
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諮第１号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

平成３１年２月２６日提出 

                   土岐市長 加 藤 靖 也   

 

住所 氏名 生年月日 

 林 敬久  
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諮第２号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

平成３１年２月２６日提出 

                   土岐市長 加 藤 靖 也   

 

住所 氏名 生年月日 

 安藤 公子  
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